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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第84期

第１四半期
連結累計期間

第85期
第１四半期
連結累計期間

第84期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 32,627 42,609 159,771

経常利益 (百万円) 2,376 5,210 15,453

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,649 3,784 10,622

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,617 3,717 12,706

純資産額 (百万円) 71,417 81,762 80,190

総資産額 (百万円) 127,862 150,478 148,787

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 18.20 41.70 117.17

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 18.19 41.65 117.05

自己資本比率 (％) 55.8 54.3 53.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「２．報告セグメ

ントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に継続企業の前提に重

要な疑義が生じるような異常な変動等はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）において、経営上の重要な契約等の

決定又は締結等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、先進各国における金融緩和策の継続により、米国では雇用環境、個

人消費の改善や住宅価格の上昇などによる景気の持ち直し、日本では株価回復や円高是正後の為替水準の安定な

どから景気の回復基調は継続しましたが、米国における昨冬の寒波の影響や日本における消費増税後の一時的な

需要減などから、当初の予想に対し景気の回復は緩やかなものになりました。また、新興国経済もその影響を受

けて、輸出や設備投資の伸び悩みなどから成長は緩慢なものに留まりました。

当社グループの関連するエレクトロニクス市場は、スマートフォンやタブレットＰＣなどの成長機器の需要が

引続き堅調に推移し、設備投資関連分野も緩やかな回復基調が継続しましたが、ノートＰＣ、薄型テレビ、自動

車関連需要は日本における消費増税後の一時的な需要低迷の影響を受け、市場全体としては厳しい状況で推移し

ました。

このような状況のもと当社グループは、成長市場・機器を中心に積極的なグローバルマーケティングと新製品

開発活動の展開による受注・売上の拡大を図るとともに、内製化の取組み強化によるコストダウン、設備効率化

及び諸費用抑制など経営全般にわたる効率化を推進し業績向上に努めました。その結果、当第１四半期連結累計

期間の売上高は、426億９百万円（前年同期比131％）、利益面においては、営業利益49億85百万円（前年同期比

238％）、経常利益52億10万円（前年同期比219％）、四半期純利益37億84百万円（前年同期比229％）と増収・増

益とすることができました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

なお、組織再編に伴い、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を一部変更しており、従来

「その他」に含めていたタッチセンサ関連製品の製造・販売等を「インターフェース・ソリューション事業」に

含めております。また、以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後の区分に組み替えた数値で比

較しております。

①コネクタ事業

当社グループの注力する市場分野のうち、携帯機器分野におけるスマートフォン、タブレットＰＣなどの成

長機器の需要を捉えることができました。また、自動車関連分野についても、日本における消費増税後の一時

的な需要低迷はありましたが、米国や欧州を中心に堅調に推移したことから、当第１四半期連結累計期間の業

績は、売上高374億80百万円（前年同期比131％）、セグメント利益58億７百万円（前年同期比196％）と当社グ

ループの主力事業として全社業績を牽引しました。

②インターフェース・ソリューション事業

入力デバイス分野のデジタルカメラ向け製品が市場の低迷の影響を受けましたが、自動車分野においてカー

ナビゲーションなどに使用されるタッチセンサを中心に需要増となったことにより、当第１四半期連結累計期

間の業績は、売上高15億62百万円（前年同期比128％）、セグメント損失11百万円（前年同期は１億72百万円の

損失）となりました。
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③航機事業

民需分野において、半導体製造装置を中心とする国内マシナリ市場向け製品や海外油田掘削関連製品及び自

動車関連製品が堅調に推移しましたが、一部製品の開発コスト増により、当第１四半期連結累計期間の業績

は、売上高33億73百万円（前年同期比128％）、セグメント利益１億12百万円（前年同期比49％）となりまし

た。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、法人税等の支払いなどにより現金及び預金の減少があったものの、

売上拡大に伴う売上債権の増加、生産設備の増強等による有形固定資産の増加などにより、前連結会計年度末に

比べ16億91百万円増加の1,504億78百万円となりました。

負債は、未払法人税等が減少したものの、生産増による仕入債務の増加や退職給付に関する会計基準等の改正

に伴う退職給付に係る負債の増加により、前連結会計年度末に比べ１億18百万円増加の687億16百万円となりまし

た。

純資産は、期末配当金の支払や退職給付に関する会計基準等の改正に伴う利益剰余金の減少があったものの、

四半期純利益の計上により、前連結会計年度末に比べ15億72百万円増加の817億62百万円となり、自己資本比率は

54.3％となりました。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21億60百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 92,302,608 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 92,302,608 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 92,302,608 ― 10,690 ― 14,431
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成26年３月31日現在の株主名簿により記載しており

ます。

① 【発行済株式】

   平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
1,570,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

90,303,000
90,303 ―

単元未満株式
普通株式
429,608

― ―

発行済株式総数 92,302,608 ― ―

総株主の議決権 ― 90,303 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本航空電子工業株式会社

東京都渋谷区道玄坂
１丁目21番２号

1,570,000 ― 1,570,000 1.70

計 ― 1,570,000 ― 1,570,000 1.70
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 25,419 21,648

  受取手形及び売掛金 34,253 36,073

  たな卸資産 12,447 13,107

  繰延税金資産 2,314 2,405

  その他 4,236 4,990

  貸倒引当金 △74 △73

  流動資産合計 78,596 78,152

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 21,511 21,369

   機械装置及び運搬具（純額） 20,982 23,101

   工具、器具及び備品（純額） 5,398 5,715

   土地 5,319 5,666

   建設仮勘定 6,135 4,682

   有形固定資産合計 59,347 60,535

  無形固定資産 2,442 2,580

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 3,026 3,630

   その他 5,512 5,717

   貸倒引当金 △138 △138

   投資その他の資産合計 8,401 9,210

  固定資産合計 70,191 72,326

 資産合計 148,787 150,478
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 30,902 32,708

  短期借入金 7,394 7,144

  未払法人税等 4,382 1,800

  取締役賞与引当金 100 25

  その他 8,448 8,125

  流動負債合計 51,228 49,804

 固定負債   

  長期借入金 12,302 12,302

  退職給付に係る負債 4,679 6,228

  その他 385 380

  固定負債合計 17,368 18,911

 負債合計 68,597 68,716

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,690 10,690

  資本剰余金 14,462 14,479

  利益剰余金 56,485 58,085

  自己株式 △1,134 △1,107

  株主資本合計 80,504 82,148

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 837 928

  為替換算調整勘定 △546 △795

  退職給付に係る調整累計額 △649 △559

  その他の包括利益累計額合計 △358 △426

 新株予約権 44 40

 純資産合計 80,190 81,762

負債純資産合計 148,787 150,478
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 32,627 42,609

売上原価 25,899 32,588

売上総利益 6,727 10,021

販売費及び一般管理費 4,633 5,035

営業利益 2,093 4,985

営業外収益   

 受取利息 9 10

 受取配当金 38 41

 為替差益 346 194

 その他 47 34

 営業外収益合計 442 281

営業外費用   

 支払利息 26 28

 固定資産除却損 120 11

 その他 12 16

 営業外費用合計 159 56

経常利益 2,376 5,210

税金等調整前四半期純利益 2,376 5,210

法人税、住民税及び事業税 747 1,514

法人税等調整額 △19 △88

法人税等合計 727 1,425

少数株主損益調整前四半期純利益 1,649 3,784

四半期純利益 1,649 3,784
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,649 3,784

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 96 91

 為替換算調整勘定 871 △249

 退職給付に係る調整額 - 90

 その他の包括利益合計 968 △67

四半期包括利益 2,617 3,717

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,617 3,717

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 (会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率

の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が1,983百万円増加し、利益剰余金が1,277

百万円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 (税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。

ただし、当該見積実効税率により計算した税金費用が著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

により計算する方法によっております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　偶発債務

当社航機事業部において、平成25年10月に判明しました防衛省に対する費用を過大に計上している案件につい

て、今後、契約条項に従って違約金等の支払が予想されますが、現在、防衛省の調査に協力しているところであ

り、過大請求に係る金額が見積れず、支払時期も未定のため、当社連結上の財政状態及び経営成績に及ぼす影響

は、現段階で不明であることから、引当金の計上は行っておりません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 4,046百万円 4,354百万円
 

 

EDINET提出書類

日本航空電子工業株式会社(E01828)

四半期報告書

12/17



 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月13日
取締役会

普通株式 452 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月13日
取締役会

普通株式 907 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月10日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

コネクタ

事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 28,606 1,225 2,628 167 32,627 ─ 32,627

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
2,961 △172 230 24 3,044 △951 2,093

 

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本

社スタッフ費用等の一般管理費951百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス

事業を含んでおります。

 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注)2
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

コネクタ

事業

インターフェース・

ソリューション事業
航機事業

売上高 37,480 1,562 3,373 192 42,609 ― 42,609

セグメント利益

又は損失（△） (注)1
5,807 △11 112 57 5,966 △980 4,985

 

(注) 1 セグメント損益は、四半期連結損益計算書上の営業損益でありますが、各報告セグメントへの配分が困難な本

社スタッフ費用等の一般管理費980百万円については調整額としております。

2 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の物品の販売並びにサービス

事業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

組織再編に伴い、当第１四半期連結会計期間より、従来「その他」に含めていたタッチセンサ関連製品の製造・

販売等を「インターフェース・ソリューション事業」に含めております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。

　

（会計方針の変更）

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

なお、当該変更が当第１四半期連結累計期間のセグメント損益に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 18.20円 41.70円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益(百万円) 1,649 3,784

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,649 3,784

   普通株式の期中平均株式数(千株) 90,608 90,756

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18.19円 41.65円

    (算定上の基礎)   

   普通株式増加数(千株) 69 127

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

 

２ 【その他】

第84期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）期末配当については、平成26年５月13日開催の取締役

会において、平成26年３月31日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者に対して、次のと

おり配当を行うことを決議し、配当を行っております。

① 配当金の総額                                  907百万円

② １株当たりの金額                                   10円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年６月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成26年８月８日

日本航空電子工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   千   葉         彰   印

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   佐   藤   森   夫   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本航空電子工

業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本航空電子工業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

注記事項（四半期連結貸借対照表関係）１偶発債務に記載されているとおり、会社は、航機事業部において、防衛省

に対する費用を過大に計上している案件について、今後、契約条項に従って違約金等の支払が予想されるが、現在、防

衛省の調査に協力しているところであり、過大請求に係る金額が見積れず、支払時期も未定のため、引当金の計上は

行っていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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